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招集ご通知

証券コード　6580
2022年６月９日

株　主　各　位
東京都渋谷区渋谷二丁目15番１号
株 式 会 社 ラ イ ト ア ッ プ
代表取締役社長 白 石 　 崇

１．日 時 2022年６月24日（金曜日）午後２時　（受付開始　午後１時30分）
２．場 所 東京都渋谷区渋谷二丁目15番１号

渋谷クロスタワー　32階　当社会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
　本年は、感染拡大防止のため、座席の間隔を拡げることから、ご用意できる席
数が例年より大幅に減少いたします。そのため、当日ご来場いただいても入場を
お断りする場合がございます。また、当社役員につきましても、感染拡大リスク
の低減及び会社の事業継続という観点から、株主総会当日の健康状態にかかわら
ず、一部の役員のみの出席とさせていただく可能性があります。あらかじめご了
承のほど、よろしくお願い申しあげます。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第21期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告及び計算書類報

告の件
決 議 事 項 議　　　案　定款一部変更の件

第21期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第21期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　なお、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主の皆様におかれましては、可能な限り株主総
会へのご来場をお控えいただき、書面（郵送）又はインターネットによる事前の議決権行使をお願い
申しあげます。
　書面（郵送）又はインターネットによる議決権行使にあたっては、お手数ながら後記の株主総会参
考書類をご検討のうえ、「議決権行使についてのご案内」（３頁）に従いまして、2022年６月23日
（木曜日）午後７時までに「議決権行使書が到着するようご送付」又は「インターネットでのご入力
を完了」くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

以　上
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招集ご通知

○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

〈株主様へのお願い〉
・株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により上記対応を更新する場合がござ

います。また、やむなく会場や開始時刻が変更となる場合があります。株主総会の運営に変更が
生じる場合は、当社ウェブサイト（https://www.writeup.jp/）にてお知らせいたします。

・会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備いたします。
・ご来場の株主様は、マスクの持参・着用をお願い申しあげます。マスクを着用しない株主様は入

場をお断りし、お帰りいただく場合があります。
・本総会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、開催時間を短縮する観点から、議

場における報告事項（監査報告を含みます）及び議案の詳細な説明は省略させていただきます。
株主様におかれましては、事前に招集通知にお目通しいただきますようお願い申しあげます。

○株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項を当社ウェブ
サイト（https://www.writeup.jp/）に掲載させていただきます。

○総会ご出席者へのお土産はご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただきますようお願い
申しあげます。

－ 2 －
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招集ご通知

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげ
ます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご返送く
ださい。

次頁の案内に従って、議案に対する
賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2022年６月24日（金曜日）
午後２時（受付開始：午後１時30分）

2022年６月23日（木曜日）
午後７時到着分まで

2022年６月23日（木曜日）
午後７時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案に対する賛否をご記入ください。

議案 　

◦ 賛成の場合 賛  に〇印

◦ 反対の場合 否  に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

・書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。

－ 3 －
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インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.tosyodai54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌‌QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

同封の議決権行使書用紙右下に記載のQRコードをスマート
フォンかタブレット端末で読み取ってください。

1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

東京証券代行株式会社
電話：0120－88－0768（フリーダイヤル）

受付時間　午前９時～午後９時

－ 4 －
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招集ご通知

公　開　日　時 2022年６月24日（金曜日）午後２時より
同時中継ＵＲＬ

パスワード

■ インターネットによる同時中継のご案内
株主総会の模様をインターネットにより同時中継いたします。

○パソコン、スマートフォン又はタブレット端末にてご視聴される株主様は上記ＵＲＬにアクセスし
てください。

○パスワードを入力する画面が表示されますので、下記のパスワード（半角英数字）をご入力くださ
い。

<同時中継ご視聴にあたってのご注意事項>

○ご使用のパソコン及びインターネットの接続環境並びに回線の状況等により、ご視聴いただけない
場合があります。

○ご視聴いただく場合の通信料金等は株主様のご負担となります。
○同時中継をご視聴される株主様は株主総会当日の決議に参加いただくことはできません。本招集ご

通知３頁記載のいずれかの方法により事前に議決権をご行使のうえ、ご視聴ください。
○同時中継をご視聴される株主様からはご質問及びご意見をお受けすることができません。
○撮影、録画、録音、保存はご遠慮ください。
○パスワードの第三者への提供は固くお断りいたします。
○ご出席される株主様のプライバシーに配慮いたしまして、中継の映像は議長席及び役員席付近のみ

とさせていただきます。

－ 5 －
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

（ 2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．会社の現況
(1) 当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収
益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。この結果、前
事業年度と収益の会計処理が異なることから、以下の経営成績に関する説明は、増減額及
び前事業年度比（％）を記載せずに説明しております。

　当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスのワクチン接種の普及等により
行動規制が緩和されるなど景気の持ち直しの兆しがみられましたが、新たな変異株による
感染再拡大が懸念されるなど、依然として先行きが不透明な状況が続いております。
　このような経営環境のもと、当社は、在宅勤務や時差出勤の実施など新型コロナウイル
ス感染症の拡大防止に努めながら、「全国、全ての中小企業を黒字にする」という理念に
基づいて各事業を展開してまいりました。
　この結果、当事業年度の売上高は2,777,528千円（前事業年度は2,134,125千円）、営
業利益は840,874千円（前事業年度は602,563千円）、経常利益は841,811千円（前事
業年度は596,251千円）、当期純利益は606,577千円（前事業年度は431,083千円）と
なりました。
　なお、収益認識会計基準等の適用により、当事業年度の売上高は220,780千円、営業利
益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ283,176千円増加しております。詳細につ
いては、｢個別注記表　２．会計方針の変更に関する注記」をご参照ください。

　セグメント別の状況は次のとおりであります。
　なお、収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する会計処理の方法を変更したた
め、事業セグメントの利益又は損失の測定方法を同様に変更しております。当該変更によ
り、従来の方法と比べて、当事業年度のＤＸソリューション事業の売上高は220,780千
円、セグメント利益は283,176千円増加しております。

－ 6 －
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

事 業 区 分

第20期
（2021年３月期）
（前事業年度）

第21期
（2022年３月期）
（当事業年度）

金 額 構成比 金 額 構成比

ＤＸソリューション事業 1,781,766千円 83.5％ 2,391,531千円 86.1％

コ ン テ ン ツ 事 業 352,358 16.5 385,996 13.9

合 計 2,134,125 100.0 2,777,528 100.0

　ＤＸソリューション事業におきましては、パートナー企業と共同で実施するＩＴ・人
材・マーケティング関連商材の共同開発、共同仕入れ及びそれら企業への営業支援を行っ
ている「ＪＤネット」サービスと、ＩＴ・人材・マーケティング・資金確保の４つの視点
から経営課題の解決施策を提案するコンサルティングサービスを展開してまいりました。
当事業年度は、「ＪＳａａＳ」や「Ｊサーチ」など新たなサービスを開始したほか、「Ｊ
コンサル」、「Ｊシステム」及び「ＪＤネット」など既存サービスに係る売上が堅調に進
捗いたしました。また、堅調な売上を背景として、人員数を増加させるとともに販売促
進・広告宣伝活動等を強化するなど、より一層の売上・利益の拡大を図るための施策を講
じてまいりました。
　この結果、同セグメントの売上高は2,391,531千円（前事業年度は1,781,766千円）、
セグメント利益は975,497千円（前事業年度は746,770千円）となりました。

　コンテンツ事業におきましては、業種や規模を問わず、様々な企業の「メール・Ｗｅｂ
マーケティング」等の企画制作の受託サービスを展開しており、市場環境の変化に合わせ
てサービスの受注拡大と生産性向上に努めてまいりました。当事業年度は、長期化傾向に
あった制作リードタイムが改善するなど新型コロナウイルス感染症拡大による影響が低減
したことに加えて、受注件数が堅調に推移いたしました。また、各種費用の削減に努めて
まいりました。
　この結果、同セグメントの売上高は385,996千円（前事業年度は352,358千円）、セグ
メント利益は108,468千円（前事業年度は101,620千円）となりました。

事業別売上高

－ 7 －
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

②　設備投資の状況
　当事業年度に実施しました設備投資の総額は、46,242千円であります。

③　資金調達の状況
　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

区 分 第18期
(2019年３月期)

第19期
(2020年３月期)

第20期
(2021年３月期)

第21期
(当事業年度)
(2022年３月期)

売 上 高(千円) 1,612,993 1,851,621 2,134,125 2,777,528
経 常 利 益(千円) 264,555 256,272 596,251 841,811
当 期 純 利 益(千円) 191,931 153,730 431,083 606,577
１株当たり当期純利益 (円) 34.10 29.41 82.43 115.19
総 資 産(千円) 1,811,417 1,982,379 2,505,085 3,135,439
純 資 産(千円) 1,467,657 1,622,154 2,052,924 2,465,263
１ 株当たり純資産 (円) 280.87 310.15 392.54 467.46

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１．当社は、2021年２月12日開催の当社取締役会決議に基づき、2021年４月１日付で普通株式１株に
つき２株の株式分割を行っております。第18期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当
たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。

　　　２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首
から適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっ
ております。

－ 8 －
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
　該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題
　国内の経済・市況につきましては、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種の一層の普及
など感染対策が進展するなど緩やかに収束に向かうと期待されるものの、新たな変異株の登場
や国際情勢の混乱などによりしばらくは経済の低迷が続くものと予想され、当社の中心顧客層
である中小・零細企業の経営にも甚大な影響を及ぼすことが予想されます。しかし、そのよう
な環境だからこそ公的支援制度の活用ニーズ、リモートワークやＷｅｂ商談のためのＩＴツー
ルへのニーズ、インターネット広告市場など、当社が得意とする分野での需要はますます拡大
していくものと予想しております。
　このような環境のもと、当社は中長期的な会社の成長と企業価値の向上及びその最大化を実
現するために、以下の点を主な経営課題と捉えております。

①　ＤＸソリューション事業における取組について
ａ．商材供給の安定化及び品質の維持
ＪＤネット事業において、創業以来のコンテンツ事業のノウハウを活かし、商材や自社
メディア・サービスの企画開発を行っております。当社で取り扱う商材は、ターゲットユ
ーザーが中小・零細企業であり、機能面では限定されているが安価で使いやすいことが必
要なため、価格と質を維持しながら安定的に商材供給を実現することが事業規模拡大の課
題です。当社は自社開発にこだわらず、パートナー企業や外部のサービス提供企業とも協
力し、安定的な商材供給を確保するように努めております。
また、パートナー企業の満足度向上のためには商材の品質確保が必要になります。取り

扱う商材は自社にて動作確認を行い、不具合の発生等を最小限に抑制するように努めてお
ります。今後は、更なる品質の向上を実現することが当社の事業拡大のため必要であると
考えております。

ｂ．パートナー企業数の適切な拡充とフォロー強化
ＪＤネットの参加パートナー企業数の増大は登録料売上、営業支援売上、商材売上の増
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加につながります。一方で、パートナー企業の多くは既存事業の顧客に対して更なる提案
を行うために当社の商材を求めており、パートナー企業の無制限な拡大はパートナー企業
が抱える既存顧客への過度な営業や奪い合いなどのトラブルを引き起こします。また、当
社による販促支援の人的稼働も有限であることから、満足度の低下をもたらす可能性もあ
ります。そのため、パートナー企業の募集に関しては、地域や業種を加味し適切に拡充す
ることに努めております。また、既存パートナー企業に対しては営業同行や商材の勉強会
等の開催によるフォローを定期的に行っております。
今後、パートナー企業による商材売上を増加させるためには、新規参加社数の確保だけ
でなく、既存パートナー企業へのフォローに関しても、体制の強化とともに、より効率的
な営業支援方法の確立が必要であると考えております。

ｃ．士業活用支援サービスの推進
本サービスを顧客企業に提供するにあたって、士業リソースを活用した政府及び地方自

治体の中小企業向けの公的支援制度の活用を推奨しております。よって今後、制度の活用
に直接関係する法律、税制等の改正や各種制度に関する政府及び地方自治体の施策に重要
な変更があった場合、影響を受ける可能性があります。そのような事態に対処するため、
本サービスでは、公的支援制度活用以外にも、地方銀行・信用金庫を中心に金融機関と連
携した顧客の資金面を支援する体制づくり及び顧客企業の固定費等を削減し資金確保を実
現するためのコスト削減商材の拡大に努めております。また、本サービスの付加価値向上
と当社収益のより一層の安定・拡大を図るため、新サービスの企画・開発、収益構造の多
様化に努めております。

②　コンテンツ事業における取組について
ａ．ソーシャルメディアやデバイスの変化への対応
当社は、今後の事業拡大において、新たなソーシャルメディアの出現、スマートフォン

やタブレット端末等の新しいデバイスの出現等にみられるインターネット市場におけるト
レンドを常に把握しながら、顧客のマーケティングニーズへの対応を図ることが重要と考
えております。そのため、新たなソーシャルメディアやその活用方法に関して、企画から
制作、運用までを一貫して展開できるサービス体制の強化を引き続き図っていく方針であ
ります。

－ 10 －
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ｂ．ＤＸソリューション事業との連携強化
ＤＸソリューション事業では、全国のパートナー企業による販売網を構築し、Ｗｅｂマ
ーケティングに関する商材等を販売しております。当社としては首都圏以外の地域に大き
な潜在的な需要があると見込んでおり、コンテンツ事業の売上高向上には、現状、大手広
告代理店との連携が主要ですが、ＤＸソリューション事業との連携強化による全国展開も
必要と考えております。そのために、コンテンツ事業の商材をパートナー企業にも展開し
ていく方針であります。

③　新規事業の展開について
　当社の主要事業であるＤＸソリューション事業では、販売代理店であるパートナー企業に
安価で利益率の高い経営支援・Ｗｅｂ活用支援に関する商材を提供しておりますが、パート
ナー企業にも様々な特性とニーズがあるため、パートナー企業にとって有益な価値を提供す
る新規事業の展開が今後の事業規模拡大につながると考えております。そこで、ＤＸソリュ
ーション事業拡大のため、パートナー企業が抱える様々な経営課題の解決に資する新たな商
材・サービスの検討を日常的に行っております。

④　優秀な人材の確保と組織体制の強化について
　当社が継続的に企業価値を拡大していくためには、より専門性の高いサービスを構築でき
る人材を十分に確保していくことが重要であると考えております。ソーシャルメディアと親
和性が高いと考えられる新卒採用に注力するとともに、高い専門性を有する人材及び管理職
の獲得のため中途採用にも取り組んでおります。加えて、正社員の採用のみならず、ＢＰＯ
の活用や業務のＤＸなどを通じて組織体制を強化してまいります。
　また、事業の拡大に応じた管理業務を支障なく遂行できるよう、内部統制の仕組みを改善
し、管理部門の人員についても必要に応じて強化してまいります。
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事 業 区 分 事 業 内 容

ＤＸソリューション事業
企業向け研修の企画・販売、ＳＥＯ・Ｗｅｂマーケティングツール等の販売
及び販売権の提供などＩＴを活用した中小企業向け経営コンサルティングサ
ービス

コ ン テ ン ツ 事 業 メールマーケティング支援サービス、ソーシャルメディア活性化支援サービ
ス、コンテンツ制作サービス

(5) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

本 社 東京都渋谷区

(6) 主要な営業所（2022年３月31日現在）

事 業 区 分 使 用 人 数 前事業年度末比増減

Ｄ Ｘ ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 82 （24）名 24名増 （７名増）

コ ン テ ン ツ 事 業 23 （１） １名減 （１名増）

全 社 （ 共 通 ） 7 （２） １名減 （－）

合 計 112 （27） 22名増 （８名増）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

112（27）名 22名増（８名増） 32.3歳 4.7年

(7) 使用人の状況（2022年３月31日現在）

（注）１．従業員数は就業人員であり、役員は含まれておりません。また、（　）内に臨時雇用者（アルバイ
ト、パートタイマー、派遣社員を含む）の年間の平均人数を外数で記載しております。

２．平均年齢及び平均勤続年数は、小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。

(8) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）
　該当事項はありません。

(9) その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 12 －
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株式の状況

２．株式の状況（2022年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 21,000,000株
(2) 発行済株式の総数 5,806,000株
(3) 株　　　主　　　数 3,007名

株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

白 石 　 崇 2,460,720 46.66
Ｎ Ｏ Ｍ Ｕ Ｒ Ａ 　 Ｐ Ｂ 　 Ｎ Ｏ Ｍ Ｉ Ｎ Ｅ Ｅ Ｓ
　 Ｌ Ｉ Ｍ Ｉ Ｔ Ｅ Ｄ 　 Ｏ Ｍ Ｎ Ｉ Ｂ Ｕ Ｓ －
Ｍ Ａ Ｒ Ｇ Ｉ Ｎ 　 （ Ｃ Ａ Ｓ Ｈ Ｐ Ｂ ）

164,400 3.12

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 153,700 2.91

ＭＯＲＧＡＮ　ＳＴＡＮＬＥＹ＆ＣＯ．ＬＬＣ 138,900 2.63

株 式 会 社 チ ェ ン ジ 116,120 2.20

Ｍ Ｓ Ｉ Ｐ 　 Ｃ Ｌ Ｉ Ｅ Ｎ Ｔ
　 Ｓ Ｅ Ｃ Ｕ Ｒ Ｉ Ｔ Ｉ Ｅ Ｓ 93,200 1.77

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 口 ） 87,700 1.66

楽 天 証 券 株 式 会 社 83,100 1.58

ＢＮＹ  ＧＣＭ  ＣＬＩＥＮＴ  ＡＣＣＯＵＮＴ  
Ｊ Ｐ Ｒ Ｄ   Ａ Ｃ   Ｉ Ｓ Ｇ （ Ｆ Ｅ － Ａ Ｃ ） 71,008 1.35

株 式 会 社 ク レ デ ィ セ ゾ ン 58,060 1.10

(4) 大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式を532,304株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項
　当社は、普通株式１株につき２株の割合をもって、2021年４月１日付で株式分割を行いま
した。これにより、発行可能株式総数は、10,500,000株、発行済株式の総数は、2,903,000
株それぞれ増加しております。

－ 13 －
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新株予約権等の状況

第 ３ 回 新 株 予 約 権

発行決議日 2016年６月28日

新株予約権の数 10個　
新株予約権の目的となる株式の種類と数（注）１ 普通株式 6,000株

(新株予約権１個につき 600株)　
新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（注）１ 新株予約権１個当たり 100,200円
(１株当たり 167円)　

権利行使期間 2018年６月30日から
2026年６月28日まで

行使の条件 （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取締役（社外取締役を除く）
新株予約権の数 10個
目的となる株式数 6,000株
保有者数 １名　

監 査 役 ―

３．新株予約権等の状況
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況

（注）１．当社は2016年11月26日付で普通株式１株につき100株、2018年２月16日付で普通株式１株につき
３株、2021年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。これにより、上
表に記載の「新株予約権の目的となる株式の種類と数」、「新株予約権の行使に際して出資される財
産の価額」は調整後の内容となっております。

２．権利行使時において、当社並びに当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員たる地位を保有してい
ることとします。

(2)　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 白 石 　 崇
取 締 役 村 越 　 亨 管理部門担当
取 締 役 佐 藤 寛 信 コンテンツ事業部門担当
取 締 役 吉 　 本 　 信 治 郎 ＤＸソリューション事業部門担当
取 締 役 吉 川 浩 永 合同会社ＨＹ　代表社員

取 締 役 原 　 　 　 大 二 郎
ライジング法律事務所　パートナー
株式会社ゼネラル・オイスター　社外取締役（監査等委員）
株式会社ディマージシェア　監査役

常 勤 監 査 役 細 　 川 　 幸 一 郎

監 査 役 大 雲 卓 雄 大雲司法書士事務所　所長
株式会社ＩＮＤＵＳＴＲＩＡＬ－Ｘ　監査役

監 査 役 野 村 　 透 日活株式会社

４．会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１．取締役吉川浩永氏及び原大二郎氏は、社外取締役であります。
２．監査役細川幸一郎氏、大雲卓雄氏及び野村透氏は、社外監査役であります。
３．常勤監査役細川幸一郎氏及び監査役野村透氏は、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており

ます。
４．2021年６月23日開催の第20期定時株主総会終結の時をもって、監査役本行隆之氏は任期満了によ

り退任いたしました。
５．当社は、社外取締役吉川浩永氏及び原大二郎氏、常勤社外監査役細川幸一郎氏、社外監査役大雲卓雄

氏及び野村透氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま
す。

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項に基づき、各社外取締役及び各監査役との間に同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないと
きは、法令の定める最低責任限度額を限度としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
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会社役員の状況

区 分 報酬等の総額
（千円）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額  （千円） 対象となる
役員の員数

（名）基 本 報 酬 業 績 連 動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取 締 役
（うち社外取締役）

46,206
（3,780）

46,206
（3,780）

－
（－）

－
（－）

６
（２）

監 査 役
（うち社外監査役）

10,950
（10,950）

10,950
（10,950）

－
（－）

－
（－）

４
（４）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

57,156
（14,730）

57,156
（14,730）

－
（－）

－
（－）

10
（６）

結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社の取締役及び監査役であり、被保険者
は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者が業務に起因して損害賠償責任を
負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除く。）
等を補填することとしております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等
　 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．上表には、2021年６月23日開催の第20期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名（う
ち社外監査役１名）を含んでおります。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の金銭報酬の額は、2007年５月29日開催の第５期定時株主総会において年額300百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない）と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数
は、５名（うち、社外取締役は１名）です。

４．監査役の金銭報酬の額は、2018年２月15日開催の臨時株主総会において年額60百万円以内と決議
しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、４名（うち、社外監査役は３名）です。

５．取締役会は、代表取締役白石崇に対し各取締役の基本報酬の額の決定を委任しております。代表取締
役に委任した理由は、当社を取り巻く環境、当社全体の経営状況等を最も熟知しており総合的に取締
役の報酬額を決定できると判断したためであります。

(5) 社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役吉川浩永氏は、合同会社ＨＹの代表社員でありますが、当社と兼職先との間に特別な
関係はなく、その他の人的及び特別な利害関係を有しておりません。

・取締役原大二郎氏は、ライジング法律事務所のパートナー、株式会社ゼネラル・オイスター

－ 16 －
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会社役員の状況

区 分 氏 名 出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 吉 川 　 浩 永

同氏は社外取締役に就任以降、企業経営者としての豊富な経験と幅広い
見識に基づき、経営の監督と経営全般への助言など社外取締役に求めら
れる役割・責務を十分に発揮しております。当事業年度開催の取締役会
15回のうち15回に出席し、企業経営者の観点から、議案・審議等につ
き、必要な発言を適宜行っております。

取締役 原 　 大 二 郎

同氏は社外取締役に就任以降、弁護士としての豊富な経験と幅広い見識
に基づき、法令・コンプライアンスを意識する助言など社外取締役に求
められる役割・責務を十分に発揮しております。当事業年度開催の取締
役会15回のうち15回に出席し、必要に応じて、主に弁護士としての専門
的見地から、議案・審議等につき、必要な発言を適宜行っております。

監査役 細 川 　 幸 一 郎

常勤監査役として、書類の閲覧や業務及び財産の状況を調査するほか、
内部統制システムの整備をはじめとする取締役等の職務執行を監視、検
証しております。当事業年度開催の取締役会15回のうち15回に出席し、
また監査役会14回のうち14回に出席しており、各種法令や財務を主体と
した立場から必要な発言を行っております。

監査役 大 雲 　 卓 雄
当事業年度開催の取締役会15回のうち15回に出席し、また監査役会14
回のうち14回に出席しており、主に司法書士として培ってきた豊富な経
験と知見から、適宜発言を行っております。

監査役 野 村 　 透
2021年6月23日就任以降、当事業年度開催の取締役会11回に出席し、
また監査役会９回に出席しており、主に経理部長として培ってきた豊富
な経験と知見から、適宜発言を行っております。

の社外取締役（監査等委員）及び株式会社ディマージシェアの監査役でありますが、当社と
各兼職先との間に特別な関係はなく、その他の人的及び特別な利害関係を有しておりませ
ん。

・監査役大雲卓雄氏は、大雲司法書士事務所の所長及び株式会社ＩＮＤＵＳＴＲＩＡＬ－Ｘの
監査役でありますが、当社と各兼職先との間に特別な関係はなく、その他の人的及び特別な
利害関係を有しておりません。

・監査役野村透氏は、日活株式会社に勤務しておりますが、当社と兼職先との間に特別な関係
はなく、その他の人的及び特別な利害関係を有しておりません。

②　当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る監査証明業務に基づく報酬 25,000千円

当事業年度に係る非監査業務に基づく報酬 －

５．会計監査人の状況
(1) 名称　　　　　　　　　　監査法人ハイビスカス

(2) 報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分出来ませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判
断をいたしました。

３．当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査法人ハイビスカスが策定し
た監査計画、監査内容、監査日数等を勘案し、両者で協議の上で監査報酬を決定しております。

(3) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解
任の理由を報告いたします。

－ 18 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ⅰ）役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、コンプライ

アンスポリシー（企業行動憲章等）を定め、それを全役職員に周知徹底させる。
ⅱ）コンプライアンス担当部署は役職員に対し、コンプライアンスに関する研修を行うこと等

により、役職員に対し、コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重する意
識を醸成する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　重要な意思決定及び報告に関しては、取締役会規程に基づいて実施される。また、文書管理
規程などの社内規程に従って管理を行い、監査役の要求があった場合、取締役は速やかに当該
情報・文書を提出するものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ⅰ）取締役会は、当社の損害を防止するため、別途「危機管理規程」を作成し、その規程に従
ってリスク管理を行う。

ⅱ）各事業部門は、それぞれの部門に関するリスクの管理を行う。各事業部門の長は、定期的
にリスク管理の状況を経営会議で報告する。

ⅲ）新たに生じたリスクへの対応が必要な場合は、速やかに対応責任者となる取締役を定め
る。

ⅳ）リスクが現実化し、重大な損害の発生が予測される場合には、速やかに経営会議で報告す
る。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ⅰ）職務権限並びに意思決定ルールにより適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制をと

り、併せて運用状況を定期的に検証する。
ⅱ）業務運営の状況を把握し、その改善を図るため、内部監査部門が内部監査を実施する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

⑤　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
体制
　監査役を補助すべき使用人として、監査役会から要請がある場合に必要な人員を配置する。

⑥　使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役を補助すべき使用人の任命、人事異動等の人事権に関しては、監査役会の事前の同意
を得るものとする。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
ⅰ）取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生する恐れがあると
き、役職員により違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役会が報告すべきもの
と定めた事項が生じたときは、監査役に報告する。

ⅱ）事業部門を統括する取締役は、監査役と協議の上、定期的又は不定期に、担当する部門の
リスク管理体制について報告するものとする。

⑧　監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制
ⅰ）役職員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努める。
ⅱ）代表取締役及び会計監査人と定期的な意見交換の場を設け、適切な意思疎通及び効果的な
監査業務の遂行を図る。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
①　法令及び定款に適合することを確保するための体制について
　内部監査規程により計画された年間計画に基づき、監査役との連携のもとで定期監査を実施
しております。各部署の法令、内部規程（規則）に則した職務執行状況を確認し、代表取締役
に報告、必要に応じて業務の改善指導を実施しております。また、コンプライアンス相談窓口
の設置による社内通報制度の運用も継続的に実施しております。

－ 20 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

②　取締役の職務の執行について
　取締役会規程に基づき、月１回の定時取締役会を開催しております。適宜臨時取締役会も開
催し重要事項の決定及び取締役の職務執行状況の監督を実施しております。定時取締役会及び
臨時取締役会の資料、議事録は「文書管理規程」に基づいて担当部署により作成され、セキュ
リティが保持された社内文書サーバー及び鍵付きキャビネットに保管されております。

③　リスク管理に関する規程その他の体制について
　取締役会にて当社を取り巻くリスクを認識し、適切な対応によるリスクの軽減、予防につい
て検討しております。また、リスク管理規程に基づき、リスク管理事務局を設置し、定期的な
モニタリングを実施しております。

④　監査役の監査、職務執行について
　当社監査役は当社の定時及び臨時取締役会、その他重要な会議に出席し、当社に関する重要
な事項の報告を受け、適宜助言・提言などを述べるとともに、月１回の監査役会を開催し当社
の経理システム並びに内部監査等について適宜、必要な発言を行っております。また、監査の
担当部署と連携して監査を行うことで監査役監査の実効性確保を図っております。

７．会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 附 属 設 備
減 価 償 却 累 計 額
建物附属設備（純額）
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額
工具、器具及び備品（純額）
リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額
リ ー ス 資 産 （ 純 額 ）

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 前 払 費 用
敷 金
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

2,952,066
2,458,971
11,201
386,939
46,263
1,990
805

73,840
5,699

△33,645
183,373

9,848
28,882
△24,234
4,647
4,114
△3,614
500
8,633
△3,933
4,700

55,174
48,147
7,027

118,350
17,505
1,570
80,154
2,253
19,119
142,925
△145,178　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 666,685
買 掛 金 38,537
リ ー ス 債 務 1,893
未 払 金 117,645
未 払 法 人 税 等 68,771
契 約 負 債 404,999
預 り 金 6,318
そ の 他 28,519

固 定 負 債 3,489
リ ー ス 債 務 3,489

負 債 合 計 670,175
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 2,464,903
資 本 金 386,381
資 本 剰 余 金 304,281
資 本 準 備 金 304,281

利 益 剰 余 金 2,037,113
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,037,113
繰 越 利 益 剰 余 金 2,037,113

自 己 株 式 △262,872
評価・換算差額等合計 360

その他有価証券評価差額金 360
純 資 産 合 計 2,465,263

資 産 合 計 3,135,439 負 債 純 資 産 合 計 3,135,439

貸　借　対　照　表
（2022年３月31日現在）

（単位：千円）
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損益計算書

（ 2021年４月１日から2022年３月31日まで）
科 目 金 額

売 上 高 2,777,528
売 上 原 価 405,848
売 上 総 利 益 2,371,680
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,530,806
営 業 利 益 840,874
営 業 外 収 益
受 取 利 息 20
雇 用 調 整 助 成 金 5,406
そ の 他 553 5,981

営 業 外 費 用
支 払 利 息 87
支 払 手 数 料 1,020
そ の 他 3,936 5,043

経 常 利 益 841,811
税 引 前 当 期 純 利 益 841,811
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 143,335
法 人 税 等 調 整 額 91,898 235,233
当 期 純 利 益 606,577

損　益　計　算　書

（単位：千円）
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株主資本等変動計算書

（ 2021年４月１日から2022年３月31日まで）
株　　主　　資　　本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本 準 備 金 そ の 他 資 本
剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 　 　 　 計

その他利益剰余金 利 益 剰 余 金
合 　 　 　 計繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 386,381 304,281 － 304,281 1,646,767 1,646,767
会計方針の変更による累
積 的 影 響 額 △201,914 △201,914

会計方針の変更を反映し
た 当 期 首 残 高 386,381 304,281 － 304,281 1,444,853 1,444,853

当 期 変 動 額
当 期 純 利 益 606,577 606,577
自 己 株 式 の 処 分 △14,318 △14,318
自己株式処分差損の振替 14,318 14,318 △14,318 △14,318
株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 （ 純 額 ）
当 期 変 動 額 合 計 － － － － 592,259 592,259
当 期 末 残 高 386,381 304,281 － 304,281 2,037,113 2,037,113

株　　主　　資　　本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △284,505 2,052,924 － 2,052,924
会計方針の変更による累
積 的 影 響 額 △201,914 △201,914

会計方針の変更を反映し
た 当 期 首 残 高 △284,505 1,851,010 － 1,851,010

当 期 変 動 額
当 期 純 利 益 606,577 606,577
自 己 株 式 の 処 分 21,632 7,314 7,314
自己株式処分差損の振替 － －
株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 （ 純 額 ） － 360 360

当 期 変 動 額 合 計 21,632 613,892 360 614,252
当 期 末 残 高 △262,872 2,464,903 360 2,465,263

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

－ 24 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/06/03 13:46:14 / 21827161_株式会社ライトアップ_招集通知

個別注記表

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商　品、貯蔵品 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）
・仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2)　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、2016年4月1日以降取得した建物附属設備に
ついては定額法）

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

③　リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(3)　引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、売掛債権について売上計

上からの経過期間に応じた過去の未入金実績や取引先毎の回収
状況等を考慮して、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。なお、各取引先の経
営環境の変化や当社の債権回収活動の結果による入金状況の変
化、又は将来の景気動向に重要な変動が生じた場合、これらの
債権等の評価額に重要な影響を及ぼし貸倒引当金の金額が増減
する可能性があります。
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(4)　収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　　①　ＤＸソリューション事業
　ＤＸソリューション事業は、主に中小企業が抱える様々な経営課題に関して、「業務のＩＴ化」「人材
の採用・研修」「営業支援・販促ツール」「資金手段（士業活用）」の４領域にフォーカスした課題解決
の経営コンサルティング並びにＩＴツール導入、人材育成、販促支援等を行っており、以下のような収益
を稼得しております。

・月額利用料金
　顧客に対して契約期間にわたりシステム利用環境を提供する義務を負っており、顧客との契約期間の経
過に応じて収益を認識しております。

・初期導入料金（支援ツールの提供等）
　顧客に対して支援ツールを引き渡す義務を負っており、支配が顧客に移転したときに収益を認識してお
ります。原則として顧客の納品確認に基づき一時点で認識しております。

・経営コンサル等の役務提供
　顧客に対して契約期間にわたり役務提供する義務を負っており、顧客との契約金額及び契約期間に基づ
き、契約期間の経過に応じて収益を認識しております。また、各種補助金申請支援等の成功報酬に関して
は、顧客が申請した各種補助金等の申請が採択され補助金支給が決定した等の一定の条件を満たすことに
より顧客に請求が可能となった時点で収益を認識しております。

・販売マージン
　顧客（ＪＤネット参加企業）に対して各種商材・サービスの販売権を付与する義務を負っており、顧客
が当該顧客の販売先に対して、各種商材・サービスを販売した等の一定の条件を満たすことにより顧客に
請求が可能となった時点で収益を認識しております。

　　②　コンテンツ事業
　顧客企業が抱えるＷｅｂマーケティングに関する課題解決を受託し、メールマーケティング支援、ソー
シャルメディア活性化支援、コンテンツ制作等のＷｅｂマーケティング支援を行っております。顧客に対
して受託したＷｅｂマーケティング支援を納品する義務を負っており、当事業年度末までの進捗部分につ
いて成果の確実性が認められる契約（金額的な重要性が乏しい契約、又は、制作期間がごく短期間のもの
を除く）については履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各
報告期間の期末日までに発生した原価が、予想される原価の合計に占める割合に基づいて行っておりま
す。
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(5)　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、当社が
財又はサービスを提供元から顧客に提供されるように手配する義務の履行であると判断され代理人に該当する
ものについては、売上原価又は販売費及び一般管理費の販売促進費に計上していた一部の費用について、売上
高から減額する方法に変更しております。また、役務提供の開始時点で収益認識していたＤＸソリューション
事業の売上高の一部につきましては、顧客は役務提供期間にわたりその便益を受け取ることになるため、契約
期間にわたって売上高を計上する方法に変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期
首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準
第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益
の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書
き(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更
を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に加
減しております。
　この結果、当事業年度の売上高は220,780千円増加し、売上原価は49,463千円減少し、販売費及び一般管
理費は12,933千円減少し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ283,176千円増加しており
ます。また、利益剰余金の当期首残高は201,914千円減少しております。
　また、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受金」は、当事業年度より「契
約負債」として表示しております。
　当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の繰越利益剰余
金の期首残高は201,914千円減少しております。
　１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準
等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、当事業年度に係る
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普通株式 5,806,000株

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末 の
株 式 数

普 通 株 式 288,052株 288,052株 43,800株 532,304株

計算書類への影響はありません。
　また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行う
ことといたしました。

３．重要な会計上の見積りに関する注記
(1)　貸倒引当金

①　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　178,824千円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(3)　引当金の計上基準」に記載した内容と同一であ
ります。

(2)　繰延税金資産
①　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　19,119千円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　繰延税金資産の評価に関する見積りは、貸借対照表日時点で適用されている税制や税率に基づいており
ますが、（ⅰ）当社の計算書類及び税務申告書で認識されている事象に関して将来に起こり得る税務上の
結果についての当社の判断と見積り、（ⅱ）税制や税率の改正、（ⅲ）経済状況の悪化や計画未達によ
り、繰延税金資産の評価に影響を与える可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記
　該当事項はありません。

５．損益計算書に関する注記
　該当事項はありません。

６．株主資本等変動計算書に関する注記
(1)　当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2)　当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

（注）１．当社は、2021年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ったため、自己
株式数が288,052株増加しております。
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普通株式 7,800株

繰延税金資産
売掛金 15,956千円
貸倒引当金 54,764千円
その他 25,815千円

繰延税金資産小計 96,537千円
評価性引当額 △77,258千円
繰延税金資産合計 19,278千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △159千円
繰延税金負債合計 △159千円
繰延税金資産の純額 19,119千円

法定実効税率 30.6％
（調整）
住民税均等割等 0.1％
評価性引当額の減少 △0.8％
人材確保等促進税制による税額控除 △2.0%
その他 0.0%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.9％

　　　２．自己株式の数の減少は、新株予約権（ストック・オプション）の権利行使による減少であり
ます。

(3)　当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな
る株式の種類及び数

７．税効果会計に関する注記
(1)　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2)　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの､当該差異の原因
となった主要な項目別内訳
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８．金融商品に関する注記
(1)　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社は、資金計画に基づき、必要な資金は銀行借入により調達しております。資金運用については短期
的な預金等に限定しており、デリバティブ取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形、売掛金及び賃貸物件に係る敷金は、信用リスクに晒されております。当該リ
スクに関しては、取引先の状況を定期的に確認し、取引相手先ごとに財務状況等の悪化による回収懸念の
早期把握や軽減を図っております。
　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、取引先企業との業務又は資本提携等に
関連する株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握して管理しております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、すべて１年以内の支払期日であります。
　未払法人税等は、法人税、住民税及び事業税に係る債務であり、全て１年以内に納付期日が到来しま
す。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定において変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。
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（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額
① 長 期 未 収 入 金 142,925

貸 倒 引 当 金 （ 注 ） ２ △142,925

差 引 － － －

② 破 産 更 生 債 権 等 2,253

貸 倒 引 当 金 （ 注 ） ３ △2,253

差 引 － － －

③ 投 資 有 価 証 券 14,505 14,505 －

④ 敷 金 80,154 80,010 △144

資 産 計 94,660 94,516 △144

⑤ リ ー ス 債 務
（１年内返済予定を含む） 5,382 5,211 △170

負 債 計 5,382 5,211 △170

(2)　金融商品の時価等に関する事項
　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株
式等（貸借対照表計上額3,000千円）は、「③　投資有価証券」には含めておりません。

（注）１．現金及び預金、受取手形、売掛金、買掛金、未払金、未払法人税等については、現金であること、及
び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

２．長期未収入金に計上している貸倒引当金を控除しております。
３．破産更生債権等に計上している貸倒引当金を控除しております。

(3)　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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個別注記表

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 14,505 － － 14,505

資産計 14,505 － － 14,505

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金 － 80,010 － 80,010

資産計 － 80,010 － 80,010

リース債務（１年内返済予定を含む） － 5,221 － 5,221

負債計 － 5,221 － 5,221

①　時価で貸借対照表に計上している金融商品

②　時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１の時価に分類しております。

敷金
　将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切な指標に基づく利率で割り引いた現在価値により算
出しており、レベル２の時価に分類しております。

リース債務（１年内返済予定を含む）
　元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法によ
り算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 32 －
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個別注記表

（単位：千円）
報告セグメント

合計
ＤＸソリューション事業 コンテンツ事業

売上高
一時点で移転される財又はサ
ービス 1,507,457 385,996 1,893,453

一定の期間にわたり移転され
る財又はサービス 884,074 - 884,074

顧客との契約から生じる収益 2,391,531 385,996 2,777,528

その他の収益 - - -

外部顧客への売上高 2,391,531 385,996 2,777,528

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 387,732千円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 398,141

契約負債(期首残高) 464,311

契約負債(期末残高) 404,999

9．収益認識に関する注記
(1)　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2)　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「重要な会計方針」の「(4)　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年
度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関す
る情報
①　契約負債の残高等

　契約負債は、主にＤＸソリューション事業における経営コンサルティング等にかかる顧客からの前受金
に関連するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。当事業年度に認識された収
益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、417,172千円であります。

－ 33 －
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個別注記表

(1)　１株当たり純資産額 467円46銭
(2)　１株当たり当期純利益 115円19銭
(3)　潜在株式調整後１株当たり当期純利益 114円87銭

純資産の部の合計額 2,465,263千円
純資産の部の合計額から控除する金額 －
普通株式に係る期末の純資産額 2,465,263千円
１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数

5,273,696株

  当期純利益 606,577千円
  普通株主に帰属しない金額 －
  普通株式に係る当期純利益 606,577千円
  普通株式の期中平均株式数 5,265,874株

  普通株式増加数 14,869株
  （うち新株予約権) （14,869株）
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

－

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社では、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契約から生じる対価
の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

10．１株当たり情報に関する注記

（注）１．2021年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。
２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

３．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は，以下のとおり
です。

  １株当たり当期純利益

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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会計監査報告

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙  橋   克  幸
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 田  健 太 郎

独立監査人の監査報告書
2022年５月27日

株式会社ライトアップ
取締役会　御中

監査法人ハイビスカス
　　東京事務所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ライトアップの2021年４月１日
から2022年３月31日までの第21期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。
その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査報告
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会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　 上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第21期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり
報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査人その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、主に本社において業務及び財産の状況
を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及
び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

2．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②　取締役の職務執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
監査法人ハイビスカスの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常勤社外監査役 細　川　幸一郎 ㊞
社 外 監 査 役 大　雲　卓　雄 ㊞
社 外 監 査 役 野　村　　透 ㊞

2022年６月２日

株式会社ライトアップ　監査役会

　
以　上
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案
（目的） （目的）
第２条 　当会社は、次の業務を営むことを目的とす

る。
第２条　（現行どおり）

１.　インターネットにおけるマーケティングリ
サーチ及び経営情報の調査、提供

１.　インターネットを利用した情報の収集、管
理、処理、提供の各サービス並びにコンサ
ルティングに関する業務

２.～４.　　　（条文省略） ２.～４.　　　（現行どおり）

株主総会参考書類
議　　　案　定款一部変更の件
　１．提案の理由

(1) 事業内容の拡大及び今後の事業展開に備えるため、現行定款第２条（目的）に事業目的の追
加及び変更を行い、号文の追加に伴い号数の繰り下げを行うものであります。

(2) 「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する
改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が導入
されることとなりますので、次のとおり定款を変更するものであります。

① 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めること
が義務付けられることから、変更案第15条（電子提供措置等）第１項を新設するもので
あります。

② 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交付
を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定する
ことができるようにするため、変更案第15条（電子提供措置等）第２項を新設するもの
であります。

③ 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条（株主総会参考書類等の
インターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するものであり
ます。

④ 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、本附
則は期日経過後に削除するものといたします。

　２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

－ 39 －
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案
５.　インターネットの情報提供の仲介 　 　　 　　　（削　　除）
６.～７.　　　（条文省略） ５.～６.　　　（現行どおり）
　 　　　　　（新　　設） ７.　ゲーム・映像・音楽等のデジタルコンテン

ツの企画、制作、製造及び販売
８.～17.　　  （条文省略） ８.～17.　　  （現行どおり）
　 　　　　　（新　　設） 18.　集金の代行業務
　 　　　　　（新　　設） 19.　金融業
　 　　　　　（新　　設） 20.　貸金業
　 　　　　　（新　　設） 21.　損害保険代理業
　 　　　　　（新　　設） 22.　生命保険の募集に関する業務
　 　　　　　（新　　設） 23.　資金移動業
　 　　　　　（新　　設） 24.　M＆A その他投資事業
　 　　　　　（新　　設） 25.　不動産の売買、仲介、斡旋、賃貸及び管理
　 　　　　　（新　　設） 26.　通貨の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは

代理に係る業務
　 　　　　　（新　　設） 27.　債権買取を含めた信用供与とその斡旋並び

に仲介
　 　　　　　（新　　設） 28.　投資運用業及び投資助言・代理業
　 　　　　　（新　　設） 29.　投資事業組合財産の運用及び管理
　 　　　　　（新　　設） 30.　古物の売買並びにその受託販売
　 　　　　　（新　　設） 31.　福利厚生施設の保守・運営・管理に関する

業務
18.～19.　　 （条文省略） 32.～33.　　　（現行どおり）

－ 40 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/06/03 13:46:14 / 21827161_株式会社ライトアップ_招集通知

定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案
（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし
提供）

　 　　　　　（削　　除）

第15条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総
会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算
書類に記載又は表示をすべき事項に係る情報
を、法務省令に定めるところに従いインターネ
ットを利用する方法で開示することにより、株
主に対して提供したものとみなすことができ
る。

　 　　　　　（新　　設） （電子提供措置等）
第15条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類等の内容である情報について電子提
供措置をとる。

２.　当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法
務省令で定めるものの全部又は一部について、
議決権の基準日までに書面交付請求をした株主
に対して交付する書面に記載することを要しな
いものとする。

　 　　　　　（新　　設） （附則）
　 　　　　　（新　　設） （株主総会資料の電子提供に関する経過措置）

第１条　定款第15条（株主総会参考書類等のインタ
ーネット開示とみなし提供）の削除及び定款第
15条（電子提供措置等）の新設は、2022年９
月１日から効力を生ずるものとする。

２.　前項の規定にかかわらず、2022年９月１日
から６か月以内の日を株主総会の日とする株主
総会については、定款第15条（株主総会参考書
類等のインターネット開示とみなし提供）は、
なお効力を有する。

－ 41 －
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案
３.　本条の規定は、2022年９月１日から６か月

を経過した日又は前項の株主総会の日から３か
月を経過した日のいずれか遅い日後にこれを削
除する。

以　上

－ 42 －
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株主優待

株 主 番 号

住 所

株 主 名

利
用
者
が
法
人
の
場
合

優 待 利 用 会 社 名

上 記 株 主 と の 関 係

株主優待割引券
（Ｊコンサルティングサービス、Ｊシステム、Ｊサーチ、ＪＳａａＳ）

・本券を切り取り又はコピーして所定の事項を記載し、サービスご利用時にサービスの申込書ととも
に当社にご提示ください。
・株主名と優待利用会社名が異なる場合は、名義人株主が優待利用会社の代表者である場合に限り株
主優待を受けることができるものとします。
・株主番号は同封の議決権行使書用紙に記載されております。
・ご利用可能期間は、本券到着時から2023年６月末日までです。
・その他の事項は当社ホームページでご確認ください。
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地図

会場：東京都渋谷区渋谷二丁目15番１号
渋谷クロスタワー　32階　当社会議室
TEL 03－5784－0700

交通 ＪＲ「渋谷」駅 東口より 徒歩約５分
東京メトロ「渋谷」駅 Ｂ５番出口より 徒歩約４分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
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